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周知のよ うに,1955年か ら1963年にかけて ソビエ5に おいては,大 規模な減価償却論争が展開 され
た。この論争を通 じて1930年代に確立 された といわれ る ソビエ ト減価償却の理論 ・制度 ・政策につい
てのこれ までの定説は改めて全面的に検討 され るにい たった。そ して論争の過程では,「 減価償却 の
本質,固 定 フォン ドの拡大再生産過程におけるその役割,道 徳 的磨 滅を償却率 で計算す る方法,固 定
フォソ ドのグル ープ化の原理 と差別化の程 度,労 働手段の耐用年数,大 修繕 と近代化 の費用額 と償却
率の決定方法,減 価償却計算のための棚卸 し対象物の内容な どの減 価償却 の重要な諸問題が広範 な審
議を うけた」のであ る。その結果,固 定 フォン ドの統一再評価の実 施ならびに固定 フガソ ドの新 しい
ゆ
頒 の確立誕 て・締 の成熟こ立脚して作成された繊 価閾 率が制定訊 この新しい償却率は
1963年1月1日か らソビエ ト国民経済部門に適用 され ることとな った。新減価償却率の作成に よって
ここに論争は一応の終了をみた。'"一 ・'}
、.ω
減価償却論争が終結 され 主うと1,ていた頃,い まひとつ の論 争が発生 した。それは1962年9月9`日
付の 「プラヴダ」に発表 された リーベルマン論文 を発端 とす るところの一般に 「利潤論争」 とよばれ
ている論争であ る。 この論争は理論的に十 分な決着をみた とはいえない まで も,そ の後の ソビエ トで
③
は,ソ 連邦共産党中央委 員会9月 総会(1965年)の「工業管理 と計画化の改善,工 業生産 の経済的刺
激の強化について」なる決議に よって,い わゆ る利潤方式に よる 「新経済制度」は実施にふみ きられ
ゆ
た。現在では,「 新経済制度」,へ移行 しつつある企業数は増加 しつつあ り,さ らに 「新経済制度」へ
の移行のための諸法規 も法制化 された り,卸売価格の2度 にわ た る改訂 も実施 され,新 経済制度はい
まや次第に ソビエ ト経済のなかで確立 しつつあるといわれ る。
では,こ の 「利潤論争」 と減価償却論争 とは一体どのよ うな相互関連 を もっそいたのであろ うか。
2つの論争は,当 然のことなが ら内容的 ・本質的には理論上密接なつなが りがあったが,表 面的 ・現
象的には実践上関連な く,そ れぞれの独 自の課題にたい して諸論者の各 グル ニプに よって論議がすす
められてい ったのである。 このため,「 新経済制度」への移行に さい して減価償却の制度に部分的 な
{5)
変更を実践上 くわ えるということにな って きてい る。そればか りでな く,減 価償却論争を通 じて十分 ・
討論されて作成 されたばか りめ1963年の新償却率は,「 新経済制度」の もとではすでに適切でな くな 一
つたとい う意見や実行 されたばか りの固定 フォソドの再評価 もい まふたたび実施する必要 があ ぢとい
った意見が最近では存在Uて いる6'・'・",!い
m
そこで本稿では,ま ず ・「新経済制度」の も'とでの減価償却制度が どの ような変更をこ う'むつたかを ・
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概 観 し,つ い で 「新 経 済 制 度 」 下 の ソ ビエ ト減 価 償 却 政 策 を 解 明 し,あ わ せ てそ こに 含 まれ て い る若
干 の 問 題 点 を指 摘 してみ た い と思'516∴,∴ 三t:1'、ii
(1)A.EφHMoB,HoBbleHopMbSaMopTH3allHHocHoBHNxΦoHAoB・《B npocb!3KoHOMHKH>>No・
19,1959・CTP・5・
なお,1950'年代にはい ってか ら,1938年に決定 され た従来 の減価償却 率は,「 すでに古 くな り,今 日の生産
技術水準 と一致 しな くな った。 それは今 日の技 術的進歩 の課題 に応 じた設備 の近 代化 と更新のために必 要 な
資金額 を精算で きな くなった。 多 くの部門に おいては,そ れ は固定 フ ォン ドの物理 的磨 滅の補償 さえ確保で
きない 」(A.EΦHMOB,TaM>Ke,CTP.4.)とい うよφな状態 にな った。 このた め上 記の よ うな減価償却の重
要 な諸問 題についての これ までにみ られ なか った広範 な論 争が展開 された ので ある。
(2):これ までの1938年の償却率はつ ぎのよ うな特長 を もづでい た。,t)償却率は機械設 備の道 徳的磨滅つ まり陳
ピ 腐鯛 麺を全 く無視 して設定さ2't'(L'tlこと・2)嘩 フ・ソ ド瞳 去の取得学 期 る各々の取得価値で評
価 され;そ の評価価額に もとつい蹴 価償却計算が実施されてy・たこと・3)固定フ・パ の科学的頒 のう
えで設定された償却率ではなか ったごと。't－こで論争の過程ではiD技 術的進歩に応 じた道徳的磨滅を十分
にとり、いれた固定フォソドの新 しい耐用年数の決定とそれにもとつ く新しい減価償却率 の設定 に 関 す る問
題,t2)固定フォYドの総棚卸 しと時価による評価替えの実施に関する問題,3)固 定7オ ン.ドの科学的基礎
をもった嘉 しい分類に関す る問題;と い う相互に関連した諸問題が論議 されたのである。その結果,固 定フ
ォン・ドの統一再評佃iの実施(国 有企業iごとらては1960年1月'1由ご」∵コルホーズにとっては1962年1月1日
}手それぞれ実施された)と 減価償却計算のための固定フォン ドの新 しい種類 パグループ別の分類の確立がな
さね そ担 ・もとついlp1963年噺 償却靭 設定を もって・減価騨 論争嘩 着 したのである・ 嬬 パ
ゴ トに}5;けるこの減価償却論争の詳細な内容については,拙 著 「ソビユ ト減 価償却論争」(1%8年)を参照
・しそいただiきたい。:":・.・ 、i'"∵ 一'i!一 ・
(3)E.JIH6epMaH,nAall,πpH6Hmb,npe}mfl・《apaB丑a》9ceHTH6P兄1,962,'t'
㌧㌶ 二 ご,ll罵=蒜㌶:蒜ε篇蕊 ごB器㍑ 蠕鴛 蒜1三
㈲;い わゆる 「利潤論争」`が開始されるにさきだって展開された論争は,減 価償却論争のほかに,、労働生産性
醐 念と指標 価値法則の利用とf面格形成の難 差 額地代・ 墳 効率の狽ll勧法・再生嫁 式と駅 繍
1.担ンス論 轡 学と計画化・刷 る数学利用などにっいて端 合鍵 ある号 してr垣 論 争は・たと
えそれぞれのテーマで独自性をたもちつら論議されていたとはいえ,今 日の段階からみれぽ,大 筋において
現在ソビエ トで移行 しつうある 丁新経済制度」をささえる種々の理論的命題をめ く・っての論争であり,「 利
潤方式」、の実施のための理論的地均 しであったといえよう。 、 、'
(・>A,MIITp9・1・aH・B,K…Ta.・・H・ eB・…K・HHII・peH・Ba・…r・ δ蜘 坤 ・…Bl<<tihaH・B・ex・・M"1・…)>
No."6,'1967.CTP.39.」'"「
(7)B.CHTHIIH,Xo3HΩcTBeHHaApeΦopMaHnepecMoTpoflToBblxlleHHanPoM51田刀eHHylonpo丑yK即P・
.《K①】nyHHCT》、ド 鯉 口66・CTP・,45・ ・L.1,:….'、
::・-'皿 ・:9『"膓'
・'・ 一',.'、:一 ・':・ ・ ご',.'
・「新 経 済 制 度 」 とは
,す で に わ が 国に お い て も広 範 に 知 られ て い るよ うに,・1)国 有 企 業 の 自主 性
の 拡 大,:2)企 業 活 動 の 効 率 指 標 と し て の 利 潤額 お よび 利 潤 率 の 重 視,i、3)・利 潤 を財 源 と す る3種 類 の
企 業 基 金・一 物 質 的 奨 励 基 金,社 会 文 イt・住 宅 建 設基 金,.生 産 発 展 基 金 τ〒 の 創 設 ∴4).生産 フオシ
ド鮪 償化一二 フ・ツ ・ド使用料や定額納船 曜 定,銀 行EMの 拡充;・5)・企業閲随 灘 契繍 の
強IL,6)いわゆ る 「経済的に根拠のある価格形成」・への移行などの諸点を内容とするものであると
いわれ1(いる。.上記の諸点 をはじめどして:「新経済制度」、1の内容をこ鳶 で全面的に考察す ることはで
ω
r210てr・ ・






















































































































































図 の ごと くであ るこ と,さ
らに,新 しい条件 のも とで





さて,噺 締 搬 」 へ
の移 行 に さい して,「 物 質











そ こで つ ぎに こ'の基 金につ











投資融資,機 械 化 と自動
化,設 備の近 代化,固 定
フ 吉ン ドの更新,運 送手
段 の獲得,生 産 と労働の
組織改善(そ のうち,労働
現 場 の組織化とサービ入
労働 勘 組織化と9渦 の















































































































































































































































































































































































社 会 主 義 減 価 償 却 の 研 究
第3図 「新経済制度」のもとでの利潤配分











































い う3つの財源か ら形成 され る の で あ
る。すなわち,訓 令では 「生産発展基金
は,生 産的固定 フォンドの完全な再生の
ために利用 され る減価償却控 除 の 一 部















































蛤 への鹸 の基準が醜 となる.こ の点t/・ついて,訓令ではつぎの ように説肌 て、1る.固定 フォ
の
ンドの完全嬬 牛のために予疑 れひ ゑ減価厳 ・から生醗 展蛤 への搬 基準は,・醐 の省と
鱗 庁・・連牢 スプラ漣 邦蜘 国の省:および漣 邦財務省によっ磯 定れ る証 産銀 基金へ
油 られる減価償摘 除の基準は,部 門(部局),企業グル づ お よび個 々の企業Uに 設定される.さ
らに泌 勲 場合には固 定フ・ゴ め詮 儒 生のた牢 予定され減 価脚 力・ら生麟 展齢 へ
の撫 基蹴 蝶 グルプ 別ま燃 個 硬々 葉別に差別化 ㈱ させ泊 滅失 せ剖)す ることがで
きるが託 のさい既 定噸 砒 校して固定ラ・ンド繊 中機 械・設備の随 とその技㈱ 態拷
慮しっっ50%までの緬 こおいて酬 ヒさ玲 つぎ… 個 の々企業の段階にお・・ては注 疏 蹉
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金への減価償却か らの控除額は,1)企業のために設定 された基準(%)と,2)財 務計画に よって予
定 された固定フォン ドの完全な再生のために利用される減価償却控除額とに もとついて決定される。
ゆ
そ して,減 価償却控除の一部分の生産発展基金への導入は,規定の率で固定 フォンドの完全な再生の
ために利用される減価償却の計算 と同時に実施される。撤去財産お よび固定フ牙ソドの組成に算入さ
れている過剰財産の販売か らの収入は,設 備の解体および建物 ・構築物の取殿 しか らえた資材を借記
し一 その撤去に関する費用を差し引き 上記財産か らの資金の獲得に応 じて,生産発展基金へ算
入 され る。
oq
なお,生 産発 展基金 の資 金の計算は,簿 記 計算では 「特別基 金」《CneHHanbHNeΦ・甑H》 勘定 で表
示 され る。 この場合,生 産発展基 金へ くみ いれ られ る金額はつ ぎの勘定 と関連す る。す なわち,形 成
源 泉が利潤で あ ると ころの生産 発展基 金へ の部分 は 「抽 象財産」《OTBnegeHHEgecpe八ctBa》勘定 と開
運 し,生 産発 展基 金の財源 とな る減 価償却控除 の部 分は投 資にむ け られ る 「減 価償却 基金」 《AMop.
TH3aqHOHHNロ(1)OHA》勘定 と関連 し,撤 去財産 と過 剰財産 く固定フォン ド)の転売か らの収入 は 「定 款基
金」《YCTaBHNMΦ・HIZ》勘定 と関連 す るのであ る。
・ ⑪
以上みてきたことか らあきらか なごと く,固 定 フォンドの完全な再生、(更新)のための減価償却控
除基金の一部は(全部ではない),「新経済制度」のもとでは生産発展基金に くみいれ られ ることにな
ったので ある。
{1)宮鍋 幟 「ソ連 の経済改革とフォンド有償制」経済研究 第19巻第1号3頂 参照。
(・)n・K・・aT.… .n。・・peB・ny叩 ・・叩M・ITHfi,HaH・BYK)…Te卿 ・・HHp・BaHH・・H・K・H・・畑ec・ ・r・cTH-
MynllpoBaliHA、(KormneKTgnnaKaToB)1967.cxeMa.1,2,3.
(3)1965年10月4日付 の ソ連 邦共産 党中央 委員会総 会 とソ連i邦閣僚会議 の決議 に したが って,ソ 連 邦財務烏
ソ連邦 ゴス プランお よび ソ連 邦 ゴスバ ンクは,計 画 化 と経済 的刺激の新 しい制度へ移行 した企業 の生産 発展
基金の資金の形成 と利 用の方法 に関す る訓令を,最 近認 訂 した。 この訓令 の全文は,「 経済新 聞」に発表さ




(5)TaM》Ke,《3KoHoMHqecKaHra3eTa》No・2き,1967・cTp・23.訓令第2項oさ らに また,企 業 では設備
の取替え と設置に 関す る活動,新 技 術の導入 費のため の銀行貸付金の返 済,生 産 の技術的改善 費,日 常生活
品の生産 増加 とそ の品質改善 な どのために}生 産発展基 金の資金は利用 され る.と付加規定 され ている。
(6)T・M・Ke・《∂・・H・…ecK…a3e・a》N・ ・26,1967・cTp・23・訓令第3項 。綿 では減価償主制 度と
の関連で生産発展基金 を概 観す るのが さ しあたっての 目的 であ るので,企 業の利潤 の一 部が どの ように して
生産発展基 金へ くみいれ られ るか につい ては考察 を省略す る。
郷 鴎n・Ka3aTea"n…peB・Ay・p・ 卿 朋 丁吻 ・ …y興 ・TeMy・haH・p・BaH・…K…s.・Hg・
げecKoroctHMynnpoBaHHfi
.(KoM血刀eKTgn刀aKaToB)t967.cxeMa9.か ら の 引 用 で あ るbこ の 原 文 で は
cxeMa8と あ る が そ れ は9の 誤 植 と 思 わ れ る 。 ,
(7)TaM}Ke,《3KoHoMuqecKa"ra3eTa》No・26,i967.・cTp.23～24..訓令 第4項 。 生 産 発 展 基 金 へ むけ
軌 醐 価償却齢 醒 準は・全連邦および連耕 和国の省と管鱗 ・醒 する鎌 ・ついては,・連邦・
各々 の省 と管轄庁 に ょって設定 され,共 和国と地 方に所属す る企業につい ては,連 邦共和国の省 と管轄庁に
'よ
って,ま たジ 自治 ソビエ ト社 会主義共和国閣僚会議 と州(地 区)執 行委員会に よって設定 される。
'③ 訓令第 頓 。 ' _、 ・ ・ ゴ,・,・ ∴'い.,・
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ソビ土 トでは,「 新経済制度」への移行に応 じてそのための種 々の法制的整備 がなされているが,
その1っ に1965年IO月4日に承認 された 「社会主義国有生産企業規程」なるものがある。 この規程の
ω
第13条には減価償却控除を規定 している。それによると,「 固定 ブォンドの更新のための減価償却控
除は,'現行法規に したがって基本投資の財源にまわされ る」 と明記 されてい る。 この条文に よって・
企業が更新用償却控除の一部を掌管 し企業の責任で固定 フォンドを更新するために利用できるように
なったのである。そ して,企 業が掌管するようになった更新用償却控除の額は,す でにみた生産発展
基金にっいての訓令か らもわかるように,固 定 フォンドの組成中におけ る機械 二設備の価値の比重 と
その技術的状態を考慮しなが ら規定 された基準 と全体 としての更新用償却基金額をもとに して決定 さ
れることになる。現在,更 新用償却控除額の30～50%が生産発展基金へ くみいれ られて個 々の企業に
よって掌管されているといわれ る。 こうして,「 新経済制度」のもとでは固定 フォソドの更新用償却
③
控除 の一部は,個 々の企業 に よって掌 管 され る ことにな った のであ る。
(4)
これ までは,個 々の企業によって控除 された固定 フォソドの更新用償却資金は,工 業銀行を通 じて
全社会の手に集中された。そ して,国 家の責任においてこの資金は全社会的な規模で計画的に利用 さ
れたのであ る。 よって,こ の減価償却資金は 「国民経済の財政計画の一構成要素であり,そ の規模 の
正確な決定は基本建設計画に とって大きな意義をもっている」といわれていたのである。
ゆ
だが,ソ ビエ ト減価償却論争の過程において,更 新用償却資金を個 々の企業の管轄下に お くべ き
か,そ れ と も,全 社 会 の 手 に集 中 させ て 国家 の 管 轄 下 に お くべ きか,と い う問 題 も争 点 の1つ とな っ
たoペ ル ヴ ー ヒ ン《A.nepByxHH》,ダ ドノ フ 《A.丑o丑oHoB》,ザァバ ァ リ ィ シ ソ 《M3aBa皿 山HH》,
シ・オル《A・1・1・p》らは瀦 のこれ甦?購 を遠 し・'ブ一二チ《}・坤 》をはじめ とす る多 く
の論者は後者の新 しい見解を強調 したのである。
たとえば,ペ ルヴーヒソは,新 しい設備の獲得のために利用できる資金の一定額を蓄積するために
は時間が必要であるし,ま た,個 々の企業においては設備を毎年更新する必要はないか ら,減価償却
資金を国家の管轄下に しない とその資金は利用 されず,拡 大再生産のため1こ役立たなくなるので,減
価償却による固定 フォンドの再生産を個々の企業に委譲することは固定 フォンドの再生産を早めるこ
とはな くむ しろお晶くらせることぱ る,と 雄 し・ これ までの散 方蹟 成す㌔ また・ ダ ド・フ
1よ,社会主義のもとでは資本主義の場合 と異な って,更 新のために利用 される減価償却控除は全社会
の手に集中され るこ・とによって,そ の資金を全国家的な投資計画に応 じて完全に正 しく利用す るこ と
ができるのである～.珪 煕 均 モら～.「口 よ頷 提案 〔更新騨 饗 願 金を個々の鎌 の鱒 下へ




た らX」 とダ ドノフはい うのであ る・ さら{こ・ザ ・'・ヤ リ.・シ 匂 シ ・オル1ま?ぎ醒 うに蟻 して
いる。固定フォソドの更新のために利用 される減価償却控除を従来 と同様に国家の手に集中させる方
法は,「 投資の中央集権的計画 とい う現在の原則に完全に一致す る。 したがって,そ の方法は将来に




た とえば,減 価償却論争において指導的役割を=果してきたブ・一・一二チ《R.ByHHy》はい う。 一「減価償
却控除のこれ までの配分原則を維持することは,企 業での投資財源の不断の確実性を殺 してしまい,
基本建設のより効果的な計画化における傘業の積極性を低下 させ,投 資の中央集権的基金 との関係で
居候的気分を生ぜ しめ,ま た・減価償却金額の完全なそ して適時な計算を刺激 しないこ.とになる。」
よって・個 タの企業がその 「自主性」を拡大 してい く今後の過程では・更新用償却資金のすべてをあ
るいは大部分を個々の企業の管轄下に委譲することを強調するのであ駕。,
,減価 償却論 争の結果 は,こ のブ 一二チの見解が 多数派 となるにいた ったのであ る。っ ま り,個 々の
企業1『たい して減価償却をつ うじて技術的進歩に強y・関心をもたせ,個 々の企業が労働手段の技術的
改善 ・近代化 にたいして 自主的 に考慮 しようとい う見解が 多 くの論者達によって認め られたのであ
るo,
減 価償却論争が一応の終結をみた1963年頃においては,こ うした更新用償却資金の企業留保という
考 え方が支配的見解となりつつあったが,い まだその具体化 ・制度化は実施されてはいなかったので





②TaM>Ke,《9Koi{oMmuecKafiTa3eTa》No.42,1965.cTp.25.規程 第13条の全文 はつ ぎの ごと くであ
る。 「企業 は,大 修繕 と固定 フォ ン ドの完全な再生産のたらの減価償却控除 をお こな う。 大修繕 のために利
用され る減価 償却控除は企業の有 目的 フ ォン ドを形成す る。 それは,企 業に ょって大修 繕に も,ま た固定ブ
ォン ドの近 代化に も,ま た これ ら作業 の遂行 のための部品 と組 部品の入手 と磨損 した部品 と組部品の取 替え
に も支出 され る。 それが経済的に 目的にかな ってい る場合1こは,'企業 は大修繕 のかわ りに大修繕 めための減
価償却控除 を財 源 として新設備 を取得 できる。 大修繕のための減価償却控除資金を最 も合理的に利用す る目
的で,企 業 は,大 修繕実 施のたφ の自己資金が不足 してい る企業 を援助す6予 備財源をつ くるため・ こitら
控除総額 の10%以下を上部 機関に引渡す。 固定 フ ォン ドの更新のための減価償却控除 は,現 行法規に したが
つて基本投資の財源 に まわ され る。」
(S)H.K・H・Ban…,AM・P・H3aqHflH・6…n・H…cH・B・・k'tP・Hn・・.《ΦHHaHcNCCCP》N・.10,1966・
CTP・40・.なお,'コノパ ァロバ ァは この論文で,更 新用償却基金か ら生産発展基金への くみいれの基 準は,固
・㌫ ㌫舞 撒獣 鷲 璽醸 撚霊:瓢,鷺rぎ価幽 額中
(4)更新用償却控除の=部 は個々の企業によって掌管されることになったカ{,・その残 りの部分はこれまで どお
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な お,ダ ドノ ブ は こ の 論 文 で,工 業 の 総 投 資 財 源 の う ち で 更 新 用 償 却 資 金 の 比 重 は 約20%を し め て お り,そ




.r.ByHHg,O… 蜘 ・ Φ・HRb・c・Ul・aA・cT"・ecK・th・・p・MbSll」」leHH。cTl{.1960.cTp.97.
更新資金の個 々の企業への委譲がな されることに よって,「新 しい活動条件のもとでは減価償却は
生産発展基金の形成において主要 な役割を果す ことになる」のである。そして,生 産発展基金へ控除ω
されて蓄積された更新資金は,す でにみたように この基金の目的のために,た とえば,新 技術導入の,
ための基本投資融資;機 械化と自動化,設 備の近代化,固 定フォシ ドの更新などのために,利 用 され
ることになるのである。
しかるに'1930年代に確立をみた ソビエ トでのこれまでの減価償却についての定説では,社 会主義減
価償却制度の最大の優越点は更新用償却控除資金を全社会的に集中管理され利用 されるとい う点にあ
る,と強調 されていたのである。つま りつぎのように理解されていた。そ もそ も,減価償却計算の対
く幻
象となる固定 フォン ドは全社会的所有に属す るものである。固定 フォシドはすべ てめ債権 ・債務のぞ
とにたち売買され ることも禁止されている。 また,他 企業への二部の固定 フォンドの譲渡 も国家の上
級機関の許可を必要としていた。 もとーより,これ らめことは生産手段の社会的所有にもとつ く社会主
(3}
義生産関係を反映 した もあであるヵ㍉ 固定 フォソドのこうした特長か らして固定 フォソ ドの減価償却
と更新において,資 本主i義生産関係の もとではとうてい実現できない ところの更新償却基金を全社会
の手に集中管理する方法がどられることになる。社会主義社会では,個 々の企業の固定 フォソ ドは も
っとも厳密な意味で全社会の財産であるし,個 め々 企業 と全社会は対立す るものでない。 よ'って,更
新償却基金を工業銀行をつ うじて国家の手に集中し,国家がこの資金を全社会的規模で計画的た利用
できるのである。そ してこのことた よって,高 度のテンポの社会主義拡大再生産を確保で きるのであ
ω
る。こあよらヒして,更新用償却基金を全社会的に掌管することが社会主義減価償却制度の優越点と





「新経済制度」の もとでは,利 潤の一部と更新用償却控除基金の一部などか らなる生産発展基金で
もつて個 々の鱗 は技術的鰭 と設備'徽 の拡張をおけ 卿 紺 れぱ らない・個々の企業が
自己の企業の技術的進歩にたいして自主的に責任を もち,生 産発展基金を利用 して設備投資をするこ
とになる。 ここで この場合,個 々の企業が,希 望する時期に,必要 とする量の,需要に適した性質の
設備 ・機械を,国 家が供給できるように保障 されていなけれぽならなyg。つ まり,個 々の企業の新設
備投資計画と全社会の技術再建計画 との調和がなければならないであろ う。 この2つ の計画をどのよ
うに一致 させ るのであろ うか。この点について,ゾ'ビゴ トでは新 しい提案が若干みられる。
まず考えられることは,個々の年菜の設備・機械の需要申告制と全社会の設備 ・機械の供給分配制
の機構を離 し観 することで鰍 するという提案であ語 この提案のなかには磯 備・機械の霰




ろいろな目的のために利用 され るが,特 別使途をもっている減価償却控除の特性をそれによって奪っ
てはならない,と い う提案である。 この考えか ら,生産発展基金へ くみいれられた減価償却控除の資
ふ ロ コ ヨ ロ へ
金部分は原則 として,物理的に磨損 したあるいは道徳的に陳腐化 した労働手段の取替えのためにのみ
利用することを訓令で規定する必要があ る,とい うのである。こうして,生産発展基金か らの資金の
利用に一定の枠を設定 し,その枠をあ らか じめ計画化すれば全社会の計画 と個 々の企業の計画 とを一
致 させ る ことが で きる,と 提案す るのであ る。
ゆ
さらに,投 資と固定フォンドの更新についての諸要因を計画化 して,個 々の企業の新設備投資計画
と全社会の技術再建計画 との一致をはかる,と い う提案 もある。
ベアハ
以上の諸提案は別 噺 しい考え方で{まな く,更新用償却資金が国家によって中央集権的に掌管され
計画的に支出され る場合において も,これら提案は一一多分に上か らの官僚的事務的な実施 という弊
害があったとはいえ一 実施されていた・とい うことに注意しな くてはならなし・。そこで,こ 紡 の
提案が,個 々の企業の自主性を配慮した うえで,実 施され,個 々の企業の新設備投資計画 と全社会の
技術醜 言柄 との一致期 解 あるとしても・利潤の一部と嫡 臓 価償纏 金の一部を値切 企業
の手にのこし・ その資金によって 個 々の鎌 が技㈱ 改善 織 備の拡張を していこうとする考劾
は,社 会主義国民経済の一層のバ ランスの とれた発展のもとで生産力の高度のテンポと発展にとって
適 切な見解であるか㍉ とい う事柄については問題がの こる。 「
ピしかに・ 「新経済制劇 のもとで}ま・磯 は齢 の企業によ・って 「繍 的」であるかどうか盛
準にして実施される。そうなると,部分的には生産力を向上させるのに効果をもたらすにしても,社
会主義国民経済全体のバランスのとれた発展÷ご純経済的見地だけでな・く政治的・文化的見地や国防
的興 髄 含ん醗 断 姻 蜘こなる可能性があ為・また垣 網 償却基金を全社会によって計画
的耐 用され・拡大再蟻 の醐 岐 串されていたから,社会蟻 的拡大駐 産を離 のテンポにす
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社 会 主 義 減 価 償 却 の餅 究
ることもできたのが,「 新経済制度」の もとでは不可能になって くる恐れがある。 さらに,個 々の企
業が更新資金を責任 もって管理 ・利用することによって,個 々の企業に技術的進歩,設 備の更新,修
繕および鯉 的利用◆保全嘩 咽 醜 もたせるテaこ髄 とb50この1点についても・たし坪 そ
遮 関心をた殉 ● もしれないクミ・ただそうした繊 ⑭ ⑳ みで綱 題}ま縦 しなし轍 備機
械などはそもそも領 会剛 敵 ある、とL'う社会蟻 購 にたいする糎 な識 の1肱 願 鑓 の
ための運動,発 見発明のための運動などが大衆運動として労働者の間に展開 されることが一方にな く
ては な らないであろ う。
ζ9)、
「新経 済制度」の も.とで は個 々の企業 の 自主 性は一段 と拡大 してい く。そ ラした環境 の中で 更新 資
金を個 々の企業 にの こし,投 資を企業の 判断で実施 され る,と い う志 向にそ った減 価 償却政策 がす す
められつつ あ る。.この ような減価 償却政 策か らと りあえず指摘 し うる問題点 は以上の ご と くであ る。
(1)r.Byp田Te蔽H,KBollpocyonoToHHo目cTaBKeaMOPTva3allll".《BeqTH}iKcTaTHcTMKH》No・4,
1967・CTP・77・'"
(2)大修繕 用償却控除 資金は,こ れ まで も,個 々の企業の掌管 とな っていた。 だがた とえ,個 々の企業 の管轄
下 に大修繕用資金がおかれていた と して も,そ の資金を積 立ててい る国立銀 行の勘定 を通 して資金 の利 用 を
厳格に統制 ・監査す ることが できた,こ とも忘れてはな らない。
(3)1955年には,こ の許可制 は廃1』され,企 業長の権限で譲渡で きるととにな っfi。CM.06n3;1eHehHH
nop兄双KanepepacfipeAeneImfiIIpea刀H3aqHHH3刀H田HHx.n6HcnoJlb3yeMblxMaTepHaJIoB,060pyAoBaHH∬,
TPaHcnopTHblxcpencTBHApYvHxMaTepHanbHblxlleHHocTeti.(1955年5月14日付 ソ連 邦閣僚会議決定)。
Opacmvape}{"ltnpaBAnpeKTopoBnpeAnpuzTHM.(1955年8月9日付 ソ連 邦閣 僚会議決定)。
(4)この点について副島種 典教授はつ ぎの よ うにいわれ る。r減 価償却 の正 しい実行に よって 得 られ る貨幣準
備金が全社会に よって計画的 に利 用 され,拡 大再生産のために支出され る点に こそ大 きな重要性が ある。 蓄
積を源泉 とす る拡大再生産のほか に,社 会的に集中 された減価償却基 金を計画 的に拡大再 生産のために 支 出
で きることは,社 会 主義 的拡大再 生産を資木主義の もとでの拡大再生 産 よりもずつ と急速な ものとさせ る1
つの大きな要因であろ う。」 副島種典著 「社会主義経済学」1958年150頁。





(8)この点についX副 島種典教授はつ ぎの よ うにいわれ る。 「ソ連 邦ではr新 しい利 潤方式』の もとで,利 潤
の より多 くの部分が個 々の企業の手にの こされ,企 業は と くにその資金に よって技術的改 善 と設備の拡 張 を
お こな うことを奨励 され ることとな った。 また新建設に さい して国家 予算か ら 『融 資』がなされ るばあい,
従来は 「無償制』 であ った のにたい して,今 後は 『長期信用供与制度』が採用 され ることにな った。 こ うい
う条 件の もとでは,『 投資』 は,個 々の企業,そ の企業 の 『労働者集 団』一 じつはそ の企 業 の経営責任者
グルー プー にとって 『経済的』 に より有利 であるか どうか とい うことを基準にお こなわれ ざるをえない。
そ うなる と,た しかに,部 分的には生 産力の向上 とい う面 でい くらかの効果 をあげ うる として も,社 会主義
国民経済全 体のいっそ うバ ランスの とれ た発展,た とえば,近 代的大規模 工場 のあげ る大 きな収 益をひ きあ
てに しての,中 小規模工場 の古い設備 の更新や遅れ た地方工業 の開発な どは,き わめて困難に なる恐れがあ
ろ う。」 副島種典著 「社会主義経済 の諸問題」1967年134～135頁。
⑨ 制度変革 と思想改造 とをた くみ に結合 した模範 とす べき考え 方は,い わゆる 「金 日成 テーゼ」 とよぼ れて
いるテーゼのなかにみ ることが でき る。 金 日 成 「わが国における 社会 主義的農村問題 にかんす るテLゼ 」




以上の指摘した問題 点は,ソ ビエ トにおいて今後一層研究 されてい くことと思われ る。そ して,そ
の研究の過程では,更新償却基金の企業への留保を積極的に支持し,それを一層理論的に精緻化し現
実に制度化 しようとする論者のグループと,更新償却基金の全社会的な掌管を主張 し,前者の新 しい
見解に疑問を投げかけて反対を唱えようとす る論者のグループとの理論的闘争がおこることと考えら
れ る。現在のところでは,更 新償却基金の一部のみが個 々の企業の管轄下におかれ,残 りの部分は従
来通 り全社会の手に集中され管理 されている。また,更 新資金の企業への留保を主張する見解は支配
的見解 とされ多数派ではあるが,そ の主張する理論がそっくりそのまま実践過程で制度化されていな
い。さらに,更 新資金の全社会への集中を主張す る見解は少数派ではあるが,そ の主張が完全に無視
されているわけでない。現状の ソビエ ト学界は,こ うした2つ のグループの見解が同時に存在 してい
るのであ り,すこぶる二面的 ・動揺的な状態にあるといえる。
このような状態にあっては,そ もそ も社会主義 とは何かとい う基本的問題にたちかえ りつつ,マ ル
クろ,エ ンゲルスそして レ一二ジの命題を基礎に,そ れぞれの国の実情 と特殊性とを考慮 した,一層
科学的1自 主的な研究が,ま す ます重要になって くるであろ う。lj,
1:'11(1968年4月)
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